保養施設の利用事業運営要綱
第１条（目的）

この運営要綱は、一般財団法人日本海港湾福利厚生協会(以下「当協会」という)の福利厚生事業として、会員事業者役職員及びその同伴の家族が契約保養施設を健康保持及び保養のため利用した場合に、費用の一部を助成し福祉の増進に寄与することを目的とする。

第２条（当協会の契約保養施設）

　別紙明細の通りとする。

第３条（助成条件）

　会員事業者役職員及びその同伴の家族が、当協会が指定した契約保養施設に宿泊したとき、その宿泊に要した費用の一部を助成する。

第４条（助成額）

　助成額は次の通りとする。

　　(1)会員事業者役職員　　　　　　　　　　1人一泊につき3,000円

　　(2)会員事業者役職員に同伴する家族　　　1人一泊につき3,000円

　　　但し、子供(4～12歳)については　　 　1人一泊につき1,500円

  　　　(家族とは配偶者、父母、子、孫、祖父母をいう)

第５条（契約保養施設の利用方法）

第2条に規定する契約保養施設を利用するときは、利用者が直接、契約保養施設に予約、申込みするものとする。

２．①第2条に規定する当協会が指定した契約保養施設を利用する場合は予約後、利用者の所属する事業者(会社)へ「契約保養施設利用券申込書(以下「申込書」という)を提出する。

　　　②事業者(会社)は利用者から提出された申込書の内容を確認し、証明印を押印の上、当協会（当協会が指名する各港受付）に「契約保養施設利用券(以下「利用券」という)」の発給申請を行なうものとする。

　　　③当協会（当協会が指名する各港受付）は前項の発給申請に対し、事業者(会社)に利用券を送付し、事業者(会社)は利用者に利用券を交付する。

　　　④利用者は当協会から発給された利用券を宿泊時、契約保養施設に提出するものとする。

３．利用者は宿泊料金(特別消費税及びｻｰﾋﾞｽ料等を含む)を精算するときに第4条の助成額を控除して支払うものとする。

第６条（契約保養施設利用券の申込み）

利用者の当協会への利用券発行の申込みは、利用日初日の1営業日前迄とする。

第７条（利用者の管理及び助成制限）

　　当協会は「契約保養施設利用券」を発給するとともに、利用人数及び利用金額を正確に把握し、助成額が年間予算額に達したときは、先着打ち切りとして、会員に通知するものとする。

第８条（利用の拒絶）

　　次の各号のいずれかに該当する場合は利用を拒絶し、又は「契約保養施設利用券」を発給しないことがある。

　　①第１条の目的以外に利用した場合。

　　②手続を行なわず契約保養所を利用し、又は利用しようとしたとき。

　　③他人の名義を使用し、又は使用しようしたとき。

　　④他人に名義を貸し与え、又は利用者を偽って利用しようとしたとき。

　　⑤保養所内の秩序・風紀を乱し、放歌喧騒、他人の迷惑になる行為をしたとき。

　　⑥故意に保養所内の設備・備品を損傷し、又は滅失したとき。

第９条（助成金の経理）

　この助成金の経理は当協会法人会計で行なうものとする。

第10条（管理事務）

当協会が指定する各港受付は「契約保養施設」に関する次の管理事務を行なうものとする。

①会員事業者からの「契約保養施設利用券」の発給申込み受付。

②受付後に、当協会事務局へ申込書をFAX又はメールをし、発給Noを入手する。

③発給Noを入手後に利用券を交付する。

④「契約保養施設利用券」の保管。但し、最大10枚までとする。

　２．当協会事務局は「契約保養施設」に関する次の管理事務を行なうものとする。

　　①各港受付より送付された申込書に発給Noを付与し、各港受付へ連絡する。
②利用人数及び助成費の管理。

③「契約保養施設」からの請求書の精査及び「契約保養施設」への支払。

(付則)

１．この運営要綱は平成17年4月1日から適用する。

２．この運営要綱は、平成30年8月1日から改訂施行する。


